
大阪市のアンケート調査の中止を求める会長声明 

大阪市は、本年２月９日、市職員に対する政治活動・組合活動等につい

てアンケート実施を各所属長に依頼した。本アンケートは、組合活動や政

治活動に参加した経験があるか、それが自己の意思によるのか、職場で選

挙のことが話題になったか否か等について業務命令により実名で回答を

求めるとともに、組合活動や政治活動への参加を勧誘した者の氏名につい

て無記名での通報を勧奨している。また、本アンケートは外部の「特別チ

ーム」だけが見るとされているが、アンケート内容により回答者に対し処

分を行うとされている以上、結局は市当局がアンケート内容を知ることに

変わりはない。 

 このようなアンケートは、労働基本権を侵害するのみならず、表現の自

由や思想良心の自由といった憲法上の重要な権利を侵すものである。 

 まず、本アンケートが職員に組合活動の参加歴等の回答を求めているこ

とは、労働組合活動を妨害する不当労働行為（支配介入）に該当し、労働

者の団結権を侵害するものであり、職員に労働基本権の行使を躊躇させる

効果をもたらすことは明らかである。また政治活動への参加歴や職場で選

挙のことが話題にされることを一律に問題視して回答を求めることは、公

務員においても政治活動や政治的意見表明の自由が憲法２１条により保

障されていることに照らせば、明らかに必要性、相当性を超えた過度な制

約である。そもそも地方公務員は、公職選挙法においてその地位を利用し

た選挙運動が禁止されるほかは、非現業の地方公務員について地方公務員

法３６条により政党その他の政治団体の結成に関与し役員に就任するこ

となどの限定的な政治的行為が禁止されるにすぎず、その意味でも本アン

ケートは不当なものである。 

 ところで、本アンケートには、①任意の調査ではなく市長の業務命令と

して全職員に真実を正確に回答することを求めること、②正確な回答がな

されない場合には処分の対象になること、③自らの違法行為について真実

を報告した場合は懲戒処分の標準的な量定を軽減することが、橋下徹市長

からのメッセージとして添付されているが、これも大きな問題である。 



すなわち、アンケートの該当事項が「違法行為」であるかのごとき前提で、

懲戒処分の威迫をもって職員の思想信条に関わる事項の回答を強制する

ことは、いわば職員に対する「踏み絵」であり、憲法１９条が保障する思

想良心の自由を侵害するものである。 

 以上のように、本アンケートは当該公務員の憲法上の権利に重大な侵害

を与えるものであり、到底容認できない。 

 当連合会は、大阪市に対し、このような重大な人権侵害を伴うアンケー

ト調査を、直ちに中止することを求めるものである。 
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